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１ 取組の背景 

就職や安定した職業生活を送ることは、障害のある当事

者にとっては収入を得ること、自立した生活、将来設計の

検討、生きがいややりがいなどを左右する大きな要因であ

る。また、採用活動や人材育成、雇用管理にはコストがか

かるため、障害者を雇用する企業にとっては、できるだけ

コストをかけずに高い費用対効果（安定した職場定着等）

が得られることが重要なポイントの一つとなるだろう。一

方、就労支援においては様々な問題が生じることも多く、

それらの問題が安定した職業生活を送る上での阻害要因と

なっている。さらに就労支援の特徴として、利用者（障害

者）の属性や場面（環境）が多彩であり、一事例ごとに状

況が大きく異なること、物理的、人的、制度的な要因から

支援方法が限定的になりやすいこと、一定の支援期間内で

成果を出すことが求められることなどが挙げられる。 

そのような条件の中で問題改善を図るためには、障害者

に対する就労支援を行う支援者（以下「支援者」とい

う。）には、問題を改善するための具体的な支援技術が求

められるだろう。 

では、支援者はどのような支援方法を用いているのであ

ろうか。障害者職業総合センターが行った調査１）による

と、「手本を示した後、（一緒に作業し、）次に一人でや

らせる」が91.5％と最も多く、「応用行動分析学に基づい

て機能分析を行い、行動を形成し維持させる」は8.8％と、

「その他」4.7％を除けば最も少ない結果となっている。

また、就労支援において具体的な支援技術として取り上げ

られるものに「課題分析」と「システマティック･インス

トラクション」があるが、同調査において「課題分析を行

う」45.1％、「システマティック･インストラクションで

仕事（課題）を習得させる」18.5％であった。 

これら二つの支援技術は、効果的ではあるがいずれも主

に作業遂行に関するものである。就労支援における問題は

作業遂行に関するものだけではなく、コミュニケーション

や体調・生活に関わること、作業以外の様々な問題行動な

ど、多岐にわたる。そのため、就労支援の問題を解決する

には他の支援方法も必要と思われる。しかし、就労支援分

野において、どのような支援方法が効果的なのかについて

の研究や客観的根拠に基づいた実践は少なく、“わが国で

行われている支援技法に関する報告は、（中略）そのほと

んどが新しいプログラムの紹介や事例の記述など、逸話的な

レベル”との指摘もある２）。就労支援においても研究や客観

的根拠に基づいた具体的な支援技術の検討が急務といえる。 

そのような問題意識から筆者はこれまで行動分析学に基

づいた就労支援の実践について取り組んできた。行動分析

学を選んだ理由は、医療、福祉、教育、ビジネスなど、対人

的な関わりが中心となるヒューマンサービス領域において、

高い成果を出しているためである。以下に領域の異なる３事

例を紹介する。 

 

２ ヒューマンサービス領域における支援方法 

(1) 高齢者介護領域での実践 

就労支援領域では、職場や訓練場面等で生じる様々な問

題行動は重大な課題の一つである。高齢者介護領域でも同

じように認知症高齢者の問題行動への対処が求められてお

り、就労支援と共通する課題といえる。高齢者介護領域では、

介護施設における認知症高齢者の問題行動に対して、認知症

という疾患や個人の性格等の属性に問題行動の原因を求めず、

行動の記録をとり、記録に基づいた支援事例がある３）。 

(2) 精神科医療領域での実践 

就労支援領域では、物理的、人的な理由等から職場や訓

練場面において支援者が長時間（必要なだけ）観察や働き

かけを行うことが難しい場合が多い。精神科医療領域でも

同じように主に面談室内での面談という限定された条件の

中で問題改善が求められており、就労支援領域と共通する

課題といえる。精神科医療領域では、行動分析学に基づい

た機能的アセスメント、生態学的アセスメントの視点に基

づいて面談を行い、客観的に観察可能な行動をリストアッ

プし、記録の取得方法を工夫することで問題行動を改善し、

患者のQOL（Quality of Life）向上につながる行動を増加

させた事例がある４）。 

(3) ビジネス領域での実践 

就労支援領域では、障害者本人だけではなく、一緒に働く

従業員や関わりのある支援機関担当者等、異なる組織のメン

バーの協力的な行動を引き出すことが必要となる場面が多い。  

ビジネス領域でも同じように経営効率化等を図るため、

企業内の社員だけではなく、顧客の行動へアプローチする

ことが求められる場合があり、就労支援領域と共通する課

題といえる。ビジネス領域では顧客が領収書を整理して提

出する行動に対する介入を行い、業務負担を軽減し、利益

を出した事例がある５）。 

 

３ 今回の取組について 

以上のように、複数のヒューマンサービス領域において行

動分析学に基づいた実践事例が積み上げられ、着実な成果を
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出している。同じような課題を抱える就労支援領域において

も行動分析学の知見が活用できるのではないかと考えられる。  

しかし、現状では就労支援領域において行動分析学に基

づいた実践事例は非常に少ない。そこで、秋田障害者職業

センターでは就労支援領域で行動分析学に基づいた支援を

実践できるようになることを目的に支援者育成（研修及び

事例検討）に取り組み始めた。今回はその活動の報告を行

う。また、その中でも行動測定のメリット、課題点等につ

いて重点的に報告したい。 

 

４ 実施内容：ジョブコーチを対象とした事例検討会 

・月１回（１回約60分）、配置型ジョブコーチを対象に行

動的就労支援に関する研修及び事例検討会を実施した。 

・事例検討会では初回に行動的就労支援の基本の流れを解

説した（図１）。また、必要な知識については適宜研修

を実施することで補うこととした。 

・事例検討会は、検討したことを実際に実行し、その記録

を取り、記録に基づいて再度支援効果や方向性を検討す

る形をとった。 

図１ 行動的就労支援の流れ 

 

５ 実施結果 

令和４年４月から開始し、本論文執筆時点で４回の事例

検討会を実施した。補足研修は１回行った。研修内容は行

動の記録を取ることと行動の機能に着目することの２点に

ついて伝える内容であった。現在、実施途中であるが、実

施を通して感じたメリット、課題点を報告する。 

(1) メリット 

・行動の記録を意識して検討することで、問題の中でどこ

に注目すべきかポイントを絞り込みやすくなること、ど

の行動を計測すれば現状把握ができるのかといった具体

的な支援方法の検討につながりやすいと感じた。 

・事例検討を行い、具体的な状況がわかってくる中で測定

対象や方法を見つけることができることもあった。例え

ば、業務の中で日報を作成しており、ジョブコーチが改

めて記録を取らなくても活用できる情報があることに気

づいた事例や発声の大きさに課題（声が小さい）がある

事例に対して、行動の強度（音量）を指標に取る方法も

あるなどの気づきがあった。 

・事例検討を進める中で行動的就労支援のステップに沿っ

た事例検討をしやすくするための２種類の記入用紙を作

成した。また、事例検討会で検討した際に口頭や板書で

伝達した記録のためのツールは「行動アセスメント 記

録シート（８種類）」としてデータ化してまとめ、その

後の支援で活用しやすくした。以上のような支援ツール

の作成につながった点もメリットといえる。 

(2) 課題点 

月１回60分という頻度では、実際の支援の進むペースと

合わず、検討結果を実際の支援に反映させるには少なかっ

たと思われる。事例検討会だけでなく、日々の支援の中で

随時方向性を検討する機会が必要と思われた。また、参加

したジョブコーチからは「行動の記録を取ることを意識す

ると、最初に“測定できる課題がある事例はどれか”と考

え、取り上げる事例がなかなか出てこない」といったコメ

ントが出された。 

その他には「月１回程度の訪問による支援だが、その

ような頻度でも記録を取るような支援ができるのか？」

といった疑問も出された。これは、①生態学的アセスメ

ントと行動の具体化、②目標行動の絞り込みとその測定

方法に関する解説の時間を十分に設けなかったことが要

因と考えられる。 

 

６ 今後の展開 

ジョブコーチに実施した研修と同じ内容の研修を秋田県

内の障害者就業･生活支援センター職員を対象として実施

予定である。また、個別に支援者育成のニーズがあれば、

就労移行支援事業所や就労継続支援B型事業所などからも

ニーズの内容を確認しながら同様の研修について提案して

いく予定である。異なる支援機関が支援方法について共通

の枠組みと方法論、専門用語を持つことで支援機関の連携

による支援がより円滑になり、支援方法の蓄積につながり

やすくなるだろう。 

その蓄積が地域の就労支援の支援技術となり、就労支援

力の向上につながると思われるため、引き続きこの活動を

継続していきたい。 
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